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研究成果の概要（和文）： 
 全国調査（2008年）と浜松調査（2010年）を行い、外国人が日本で生活する上で必要
となる日本語の特徴を明らかにした。日本語能力に関わらず、火災等緊急事態への対応に
対する学習ニーズが高いことがわかった。また、医療関係者とのやり取りに対するニーズ
も高いが、日本語能力が低い場合は、他の事柄に対するニーズのほうが高かった。さらに、
仕事との関係の有無、自立欲求の強さ、交流欲求の強さが、日本語を用いることの重要性
を左右することも明らかとなった。これらの要因は、学習項目を選定する際の観点となる
ものである。 
 
研究成果の概要（英文）： 

A nationwide survey was conducted in 2008, and another one with three different 
methods in Hamamatsu, 2010, as to which linguistic behaviors are most needed for 
resident foreigners in Japan. Responses to emergencies (e.g., a fire) were ranked high 
despite differences in their Japanese language proficiency. Communications with 
medical experts and personnel are also ranked high, but for non-fluent speakers, needs 
for other settings are ranked higher. The surveys also revealed that factors such as 
having (or not having) a steady job and strong desire for self-sustainability/ 
social-communication determine resident foreigners’ motivation for using Japanese. 
Such factors provide a cue to choose learning subjects. 
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１．研究開始当初の背景 
日本に暮らす外国籍住民が200万人を超え、

滞在の長期化や永住化が進んでいる一方で、
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いる外国人（以下、在住外国人）に対する日
本語教育の整備は不十分な状況であり、教材
やテストを開発するための基礎資料が求め
られた。1980 年代後半以降、中国帰国者や
難民向けの日本語教育の内容に関し、ニーズ
調査や目標言語使用調査などが行われ、生活
のために必要となる日本語についての研究
が実施されたとはいえ、その成果は、その後
の在住外国人の多様化や日本社会における
言語行動の変化に対応できるものとは言え
ない。また、在住外国人の日本語学習ニーズ
については、地域によっては調査が行われて
いたが、それぞれ異なる質問紙を用いて行う
というものであり、日本に暮らす外国人の全
体像をつかむものではなかった。 
以上のような状況の下、生活のための日本

語を学びたい外国人に対する日本語教育は、
長年にわたって、主にボランティアによって
運営される教室が担ってきた。しかしながら、
適切な教材もない上に、教育内容や方法を検
討するための資料もなく、同時に、日本語学
習を支援する制度も確立されておらず、その
結果として、滞日 10 数年になりながら、日
常生活で必要となる日本語能力を身につけ
ていない外国人が少なからず存在するとい
う状況を生み出していた。彼らが日本社会の
一員として地域に根づき、十全な生活を送る
ことを可能にするには、日本語教育の体制整
備が求められる。そのためには、「生活に必
要な日本語の力とは何か（生活のための日本
語）」を具体的なデータによって明らかにす
ることは喫緊の課題であった。 

 
２．研究の目的 
 在住外国人が日本社会の一員として地域
に根づき、十全な生活を送ることを可能にす
るために、（a）「生活に必要な日本語の力と
はなにか」を明らかにするとともに、（b）そ
の習得を促すための到達目標を段階化して
示し、（c）段階的成長を促すための方策を提
案する、という 3つのことを目的とする。 
 
３．研究の方法 
全国調査と地域調査（浜松調査）を実施し

た。両調査を通じ、（a）各種生活場面（接触
場面）における在住外国人及び日本人の言語
使用の実態調査、（b）在住外国人の言語使用
に関する、在住外国人及び日本人双方の視点
に立ったニーズ調査、（c）在住外国人の言語
能力に対する認識・評価に関する調査、（d）
在住外国人の学習リソース利用、ストラテジ
ー利用の実態に関する調査を行った。 

 
（1） 全国調査 
 「生活のための日本語：全国調査」を 2008
年に実施した。この調査では、全国の在住外
国人（回答者数 1,662 名）、日本人（回答者

数 1,176名）それぞれに対し、アンケート調
査を行った。外国人向け質問紙で用いた 105
の行動（14場面・テーマ）に関し、実行頻度
による再分類、地域や子どもの有無等による
違いに関する分析を行った。また、日本人向
け質問紙と外国人向け質問紙の結果から、接
触場面における日本語使用に関する意識の
相違を比較した。これらの詳細な結果につい
ては、各論文を参照されたい。 
 
（2） 地域調査（浜松調査） 
「生活のための日本語：浜松調査」を 2010
年に実施した。（a）アンケート調査、（b）イ
ンタビュー調査、（c）J-CAT（Japanese 
Computerized Adaptive Test、インターネッ
ト上で受けることのできるテスト）による日
本語能力測定の 3種の方法により、101名の
在住外国人に関するデータを収集した。アン
ケート調査では、105の行動に関して、実行
頻度、困難度、重要度を調べ、インタビュー
調査により、困難度と重要度の要因を探った。 
日本語能力と学習ニーズの関係、困難度や
重要度の要因を、3 種のデータを用いて分析
した。 

 
４．研究成果 
在住外国人の日本における言語行動の実
態が明らかになると同時に、彼らにとって必
要な「生活のための日本語」の特徴、日本語
教育・学習における課題等が明らかとなった。
以下、その主なものを記す。 
 
（1）在住外国人の日本語使用 
 全国調査では、母語以外に日常生活に困ら
ない程度にできる言語として日本語を挙げ
ない外国人が全体の約 4割（38.3％）いるこ
とがわかった。つまり在住外国人の 4割程度
は日常生活レベルの日本語を身に付けてい
ない可能性があるということである。また、
全体の 72％が、日本語使用や日本語学習につ
いての悩みを持っており、「日本語力が低い
ため不利なことがある」を選んだ人は、その
内の 70.7％であった。 
 
（2）在住外国人の学習ニーズ 
 105の言語行動の内、日本語でできない人
が多いものの上位 5位は以下の通りである。 
 

[表 1 日本語でできない人が多い行動] 
1 介護認定の申請をし、必要な手続きをとる 
2 役所の福祉課にデイサービス等、介護に関すること

について相談する 
3 年金の申し込みや問い合わせをする 
4 プレゼンテーションをする 
5 緊急時、保険会社に連絡して相談する 
  
手続き方法がよくわからない、経験がない、



 

 

等の理由で上位に挙がっている可能性があ
る。できないものについて、できるようにな
りたいと考えているかどうかを問い、できる
ようになりたいものとして以下のものが上
位に挙がった。 
 

[表 2 日本語でできるようになりたい人が多い行動] 
1 火災・救急（119）や警察（110）に電話する 
2 駅の構内やバスの車内アナウンスを理解する 
3 災害・事故時に他の人に助けを求める 
4 出された薬に関する説明（種類や効能、飲み方など）

を聞く 
5 テレビやラジオから災害情報を得る 

 
日本語能力別（読む能力）に比べたところ、

日本語能力や滞日歴等に関係なく、火災等緊
急時の対応に関するニーズが高いことがわ
かった。また、全体としては医療関係者との
やりとりのニーズも高いが、日本語能力が低
い場合は、他の項目のニーズ（交通手段の利
用に関わること等）のほうが高い。これは、
日本語能力が低い場合に、医療場面といった
複雑なやりとりを要するものについては、当
面は習得が困難だと考え、学びたいと思う人
が少ないという可能性がある。 

 
[表 3 日本語でできるようになりたい人が多い行動（「ひ
らがなとカタカナが読める」レベル]   
1 火災・救急（119）や警察（110）に電話する 
2 駅の構内やバスの車内アナウンスを理解する 
3 テレビやラジオから災害情報を得る 
4 折り込み広告を見て、値段を比べる 
5 路線図・時刻表を読む 
 
[表 4 日本語でできるようになりたい人が多い行動（「身
近な文章が読める」レベル]   
1 火災・救急（119）や警察（110）に電話する 
2 ATMで現金の引出、振込、支払、公共料金の支払い
などをする 

3 診察のときに、医師や看護師とやりとりをする 
3 出された薬に関する説明（種類や効能、飲み方など）

を聞く 
5 商品の機能や値段を知るために、店頭の表示を読ん

だり、店員に質問したりする 
 
（3）在住外国人に対する日本語教育の内容
を選択する際の観点 
質問紙調査及びインタビュー調査により

得られたデータからは、（a）日本語で行うの
が困難であることの要因に、①漢字の理解度、
②経験の有無、③援助者の有無があること、
（b）日本語で行うのが重要であることの要
因に、①仕事との関係、②自立欲求の強さ、
③交流欲求の強さなどがあることがわかっ
た。 
日本語教育の内容を検討する際、従来は、

学習者の属性（職業、母語、子どもの有無等）

により区別することが多く、これは学習者の
言語行動場面を知る上で重要である。しかし、
本研究で明らかとなった困難度・重要度を決
定づける要因は、必ずしも属性と一致するも
のではない。これらの「要因」を手がかりと
して、在住外国人の学習者に対する教育内容
を選び、優先順位を決めることが可能である。 

 
（4）日本語教育の内容・方法を充実させる
ことの重要性 
滞日歴の長さと日本語能力との間には、ご
く弱い関係しかないという結果が得られ、日
本に暮らしている期間が長い人は日本語能
力が高い、というわけではないことがあらた
めて明らかとなった。また、日本語学習歴と
日本語能力の間に相関がないこともわかっ
た。しかしながら、この結果をもとに、日本
語学習に意味がないと結論付けるのは早計
であり、むしろ、学習方法に問題があると考
えるのが妥当である。インタビュー調査で外
国人によって語られた「日本語の学習」とは、
ほとんどの場合、ボランティアが運営する教
室にごく短期間、あるいは不定期に通うとい
うもの、あるいは独学であり、そういった学
習方法に効果があるかを考慮に入れる必要
があるからである。 
日本語能力を一定の期間で確実に向上さ
せるためには、日本語教育・学習の内容や方
法における充実をはかる必要があることが
あらためて確認できた。 

 
本研究の成果は、研究期間半ばの段階で、
すでに文化審議会国語分科会日本語教育小
委員会における「生活者としての外国人」に
対する日本語教育に関する検討の際に活用
され、2010 年に発表された「標準的なカリ
キュラム案」の基礎資料となっている。これ
は、本研究において、在住外国人の言語使用
や学習ニーズに関し全国規模の調査を初め
て実施し、在住外国人の全体像を捉えること
ができたことの成果であると思われる。また、
全国調査で用いた質問紙は、長野県駒ケ根市
が実施した「平成 23 年度 日本語を母語とし
ない人との日本語の使用に関する調査」他、
複数の地域で活用されており、在住外国人の
日本語使用及び学習ニーズを調査するため
のモデルとなっている。 
 
本研究は、在住外国人に対する日本語教育
の課題の一つである、「生活のための日本語」
の学習内容を検討するための基礎資料を作
ることを目的としていた。科学研究費補助金
を受けて行うことは2011年度で終了したが、
2012 年度は引き続き、一覧化及び一覧活用の
ためのホームページ作りを行い、結果の普及
を進める計画である。また、こういった学習
内容をいかに教え学ぶのか、といった「方法」
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